平成24年２月７日

入札参加資格登録業者，
入札・見積参加業者の皆様
高知市総務部　契約課
高知市の契約等からの暴力団の排除について

高知市では，平成23年４月から「高知市暴力団排除条例」及び「高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則」が施行され，この度，平成24年１月19日高知県警察本部と「高知市事業等からの暴力団の排除に関する協定書」を締結しました。

そこで，市発注工事やその他の事務，事業からの暴力団排除を強化するため，下記のとおり取り扱うこととなりましたので，条例等の趣旨をご理解いただき入札・契約にあたりご留意いただきますようお願いいたします。

なお，特に適用時期を明記しているものを除き，これから契約するもの，申請を受け付けるものに適用します。
また，契約課で契約事務を行っている工事等については，平成24年１月11日付「工事請負契約書及び業務委託契約書の条項一部改正について」（平成24年１月12日以後発注分に適用）で既に通知している内容が含まれています。
記

１．入札参加資格登録からの排除

申請のあった業者の代表者及び役員が暴力団関係者かどうかを高知県警察本部に照会を行います。該当すれば，資格なしとして，高知市一般競争（指名競争）入札参加資格者名簿に登載いたしません。
従って，今後は「暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書」（以下「誓約書及び照会承諾書」という。）の提出が必要となります。

※　物件等は平成24・25年度の受付分から，工事及び設計コンサルタント業務等は，平成24年度の追加受付分からの適用となります。
２．契約約款の改正等　
⑴　受注者に関すること

受注者が，高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（以下「暴力団排除規則」という。）第４条各号のいずれかに該当する者であることが確認された場合や，暴力団員等からの不当要求行為を受けたことを市に報告しなかった場合，また，所轄の警察署に届け出なかった場合，市は契約を解除することができます。この解除により受注者に損害があっても，市はその損害の賠償の責は負いません。

これまでは，「高知市競争入札指名停止措置要綱（以下「指名停止措置要綱」という。）別表第２第10号から第17号までの規定に該当する者」としていましたが，高知県警察本部との協定書の根拠が，「指名停止措置要綱」から「暴力団排除規則」に変更となりましたので，改正します。
なお，現在契約している分については，該当者の取扱い内容等に変更が生じないため，契約変更は行いません。

⑵ 下請負（再委託）に関すること

　　①　工事請負契約

　　　　下請（再下請を含む。）に付する場合は，暴力団排除規則第４条各号のいずれかに該当する者を下請負人としてはいけません。

したがって，報告された下請負人が暴力団関係業者と確認された場合は，市は契約約款に基づき，受注者に対して当該下請契約の解除を求めることができ，この解除により受注者に損害が生じても，市はその責めを負いません。

※ 受注者においては，下請負人の選定にあたり暴力団関係業者を選定しないよう注意が必要です。

　②　業務委託契約

　委託契約では，受託者は業務の全部若しくは一部の処理を第三者に委託又は請け負わせてはならないこととなっており，再委託を行う場合はあらかじめ書面により承諾を行うこととなっています。

従って，再委託の承諾を行う場合，再委託先が「排除対象者でないこと」を確認するため，再委託の承諾願を提出する際には，再委託先の「誓約書及び照会承諾書」の提出が必要となります。（但し，再委託先が高知市の入札参加資格登録業者である場合は必要ありません。）
⑶　暴力団員等による不当要求行為の報告義務

市発注工事等に関し，暴力団員等から不当要求行為を受けた場合，直ちに市に報告し，又所轄の警察署に届け出ることを義務づけます。なお，必要な報告，届出を怠った場合は，契約の解除や指名停止措置等を行う場合があります。

　　　　※工事や設計委託業務等においては，仕様書に記載していましたが，新たに契約約款に規定しました。
３．その他

すべての契約から暴力団関係者を排除するため，入札参加資格登録者ではない者と市が契約（見積書の徴収を含む）を行う際には，原則として「誓約書及び照会承諾書」の提出が必要となります。

※「誓約書及び照会承諾書」の様式については，高知市契約課のホームページに掲載しています。

以上

高知市暴力団排除条例

　（目的）

第１条　この条例は，暴力団が市民の生活及び社会経済活動に介入し，暴力及びこれを背景とした資金獲得活動によって市民及び地域社会に多大な脅威を与えている状況にかんがみ，本市からの暴力団の排除（以下「暴力団の排除」という。）について，基本理念を定め，市並びに市民，市民団体及び事業者（以下「市民等」という。）の責務を明らかにするとともに，暴力団の排除に関する基本的な施策等必要な事項を定めることにより，暴力団の排除を推進し，もって市民の安全で安心な生活を確保し，及び社会経済活動の健全な発展に寄与することを目的とする。
　（定義）

第２条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。

　⑴　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
　⑵　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
　⑶　市民　市の区域内（以下「市内」という。）に居住し，勤務し，在学し，又は滞在する者並びに市内に存する土地又は建物の所有者及び管理者をいう。 

　⑷　市民団体　主たる構成員が市民である非営利の団体をいう。 

　⑸　事業者　市内に事務所又は事業所を有し，事業を営む個人又は法人その他の団体をいう。　
　（基本理念）

第３条　暴力団の排除は，市民等が，暴力団が市民の生活及び社会経済活動に悪影響を与える存在であることを認識した上で，暴力団を恐れないこと，暴力団に対して資金を提供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本として，市及び市民等が相互に連携し，及び協力して推進されなければならない。

　（市の責務）

第４条　市は，前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，県及び暴力団員による不当な行為の防止を目的とする団体との連携を図りながら，暴力団の排除に関する施策を総合的に推進するものとする。

　（市民の責務）

第５条　市民は，基本理念にのっとり，暴力団の排除に関する必要な知識を習得し，及び暴力団の排除のための活動に自主的に，かつ，相互の連携協力を図って取り組むよう努めるとともに，市が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めなければならない。

　（市民団体の責務）

第６条　市民団体は，基本理念にのっとり，暴力団の排除のための活動に積極的に参加し，及び協力するよう努めるとともに，市が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めなければならない。

　（事業者の責務）

第７条　事業者は，基本理念にのっとり，その事業活動を行うに当たっては，暴力団との社会的に非難されるべき関係を絶つよう努めるとともに，市が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めなければならない。

　（情報提供）

第８条　市は，暴力団の排除に資すると認められる情報を知ったときは，県に対し，当該情報を提供するものとする。

２　市民等は，暴力団の排除に資すると認められる情報を知ったときは，市及び警察署その他の関係機関に対し，当該情報を提供するよう努めなければならない。

　（市の事業等における暴力団の排除）

第９条　市は，市の事務又は公共工事その他の市が実施する事業（以下「市の事業等」と総称する。）により暴力団を利することとならないよう，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者を市が実施する入札に参加させない等の必要な措置を講ずるものとする。

　（不当要求行為に係る措置）

第10条　市は，市の事業等に係る契約の相手方（下請契約その他の市の事業等の遂行のために締結する契約の相手方を含む。）が，当該契約の履行に当たって暴力団員による不当要求行為を受けたときは，市に報告を行うことを義務付ける等の必要な措置を講ずるものとする。

２　市は，市の事業等に係る契約の相手方が前項に規定する措置をとらなかったときは，当該契約を取り消し，又は市が実施する入札に参加させないことができる。

　（公の施設の暴力団の利用制限）

第11条　市又は指定管理者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき市が指定する者をいう。）は，市が設置した公の施設が暴力団の活動に利用されると認めるときは，当該施設の利用の許可をせず，又は利用の許可を取り消すことができる。

　（市民等に対する支援及び啓発）

第12条　市は，市民等が暴力団の排除のための活動に自主的に，かつ，相互の連携協力を図って取り組むことができるよう，市民等に対し，情報の提供，助言その他の必要な支援を行うものとする。

２　市は，市民等が暴力団の排除の重要性について理解を深めるとともに，暴力団の排除のための活動に自主的に，かつ，相互の連携協力を図って取り組むことができるよう，暴力団の排除の気運を醸成するための集会の開催その他の啓発活動を行うものとする。

　（青少年に対する教育等のための措置等）

第13条　市は，その設置する学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第45条の中学校，同法第50条の高等学校及び同法第72条の特別支援学校（中学部及び高等部に限る。）をいう。）において，その生徒が暴力団に加入せず，及び暴力団員による犯罪の被害を受けないようにするための教育が必要に応じて行われるよう適切な措置を講ずるものとする。

２　青少年（18歳未満の者をいう。以下同じ。）の育成に携わる者は，暴力団の排除の重要性を認識し，青少年が暴力団に加入せず，及び暴力団員による犯罪の被害を受けないよう，青少年に対し，指導，助言その他の適切な措置を講ずるよう努めなければならない。

　（利益の供与の禁止）

第14条　市民は，暴力団の威力を利用する目的で，又は暴力団の活動若しくは運営に協力する目的で，暴力団員又は暴力団員が指定した者に対し，金品その他の財産上の利益の供与をしてはならない。

　（委任）

第15条　この条例の施行について必要な事項は，市長が別に定める。

　　　附　則

　この条例は，平成23年４月１日から施行する。

高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則
（趣旨）
第１条　この規則は，高知市暴力団排除条例（平成23年条例第３号。以下「条例」という。）第９条から第11条の規定に基づき，本市の事務又は公共工事その他の市が実施する事業（以下「市の事業等」と総称する。）からの暴力団の排除について，法令その他別に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条　この規則において使用する用語の意義は，次項に定めるもののほか，条例で使用する用語の例による。

２　この規則において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

⑴  契約  次に掲げる契約をいう。
ア  建設工事又は製造の請負に係る契約

イ  調査，設計，測量，コンサルタント業務等に係る委託契約

ウ  工事用原材料の購入に係る契約

エ  施設の運営，設備の保守，清掃，警備，電算システムの開発その他の役務の提供に係る委託契約

オ  物品の購入，借入れ，売払い又は修繕に係る契約

カ  公有財産の売払い又は貸付けに係る契約

⑵　補助金等　本市が特定の事業等を奨励し，育成し，助長し，又は推進するために交付する補助金，助成金，交付金等をいう。
⑶  契約等の相手方  第１号アからカまでに掲げる契約を本市と締結しようとする者（本市の一般競争入札又は指名競争入札に係る入札参加資格登録を受けようとする者又は受けた者を含む。）若しくは当該契約を本市と締結した者，前号の補助金等の交付を受けようとする者若しくは交付を受けた者又は本市が設置した公の施設の利用の許可を受けようとする者若しくは受けている者
⑷  役員等  次に掲げる者をいう。
ア  法人にあっては，非常勤を含む役員，支配人，支店長，営業所長その他これに類する地位にある者又は経営若しくは運営に実質的に関与している者

イ  法人格を有しない団体にあっては，代表者又は経営若しくは運営に実質的に関与している者

ウ  個人にあっては，その者及びその使用人（支配人，本店長，支店長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず，事業所の業務を統括する者（当該者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。）

エ  共同で事業を行う目的をもって形成された団体における構成員

⑸  暴力団員等　暴力団員及び暴力団準構成員（暴力団と関係を持ちながら，その組織の威力を背景として暴力的不法行為等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第１号に規定する暴力的不法行為等をいう。）を行う者又は暴力団に資金及び武器を供給する等その組織の維持及び運営に協力し，若しくは関与する者をいう。）をいう。
（市の事業等）

第３条　市の事業等は，市の実施機関（市長，水道事業管理者，消防長，教育委員会，選挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員会，固定資産評価審査委員会及び市議会事務局をいう。）が締結する契約，交付する補助金等又は利用の許可を行う公の施設に係るものとする。

（市の事業等からの暴力団の排除）

第４条  市長は，市の事業等の契約等の相手方又はその役員等について警察等関係機関が次の各号のいずれかに該当する者として確認したときは，次条から第９条までに定めるところにより，市の事業等から排除するための措置を講ずるものとする。

⑴  暴力団又は暴力団員等
⑵　その契約に係る業務又は補助金等に係る事業（以下「業務等」という。）に関し，暴力団員等を使用したと認められる者
⑶　暴力団員等を雇用している者
⑷　いかなる名義をもってするかを問わず，暴力団に対して，金銭，物品その他財産上の利益を与えたと認められる者
⑸　暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人の役員である者
⑹　その業務等に関し，暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人等を利用していると認められる者
⑺　市の事業等に関し，暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人等を利用していると認められる者
⑻　その他暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると市長が認める者

（契約からの排除措置）

第５条  市長は，一般競争入札又は指名競争入札の方法により契約を締結しようとするときは，当該入札に参加する者に必要な資格について，前条の規定により市の事業等から排除する措置の対象となる者（以下「排除措置対象者」という。）に該当しないことを要件とするものとする。

２  市長は，随意契約の方法により契約を締結しようとするときは，市の事業等を推進する等やむを得ない事由がある場合を除き，排除措置対象者と契約を締結しないものとする。

３  市長は，契約の締結に当たっては，当該契約の締結後において，当該契約が次の各号のいずれかに該当することが判明した場合に当該契約を解除することができるようあらかじめ契約書中にその旨を規定する等必要な措置を講ずるものとする。

⑴  契約の相手方が排除措置対象者であること。
⑵  公有財産の売払い又は貸付けに係る物件が暴力団の事務所等の用途に使用されていること。

（入札参加資格登録からの排除措置）

第６条  市長は，一般競争入札又は指名競争入札の参加資格登録を行おうとするときは，当該登録に必要な資格について，排除措置対象者に該当しないことを要件とするものとする。

２　市長は，前項の登録に当たっては，当該登録後において，当該登録された者が排除措置対象者であることが判明した場合に当該登録を取消し，又は資格の停止（指名の停止を含む。）をすることができるよう必要な措置を講ずるものとする。

　（下請負等からの排除措置）

第７条　数次の請負，再委託等が行われる契約については，排除措置対象者が後次の請負，再委託等の対象とならないよう必要な措置を講ずるものとする。

　（補助金等からの排除措置）

第８条　市長は，補助金等を交付しようとするときは，当該補助金等の交付の対象となる者が排除措置対象者に該当しないことを要件とするものとする。

（公の施設からの排除措置）

第９条　市長は，公の施設の利用を許可しようとするときは，当該公の施設が暴力団の活動に利用されないことを要件とするものとする。
（不当要求行為に係る措置）

第10条　市の事業等の契約等の相手方は，本市と締結した契約又は補助金等に係る事業の履行に際して，暴力団員による不当要求行為を受けたときは，直ちに本市へ報告を行わなければならない。

２　市長は，市の事業等の契約等の相手方が前項の報告を怠ったと認めたときは，第６条第２項に規定する措置をとることができる。 

　（関係機関との連携）

第11条　この規則に基づく具体的な措置の実施に当たっては，警察等関係機関と密接に連携を図るものとする。

　（その他）

第12条　この規則の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

　　　附　則

　この規則は，公布の日から施行する。　　　



















